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経営の概況 

 

１．平成 13 年 9 月期決算の概況 
     （詳細計数は、図表１をご参照） 
 
（損益の状況） 

平成 13 年 9 月期決算の業績は、「一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前業

務純益」（実勢ベースの業務純益、以下、修正業務純益という）は 693 億円、

「経常利益」「中間利益」はそれぞれ 117 億円、61 億円となった。 

5 月の決算発表時に公表した業績予想値（修正業務純益 650 億円、経常利益

230 億円、当期利益 130 億円）は平成 13 年度通期の健全化計画を達成する前

提での予想値であり、これと実績を比較して見ると、修正業務純益は 43 億円

（6.7%）の増加、一方、経常利益・当期利益は期末にかけての株価下落の影

響を受けそれぞれ 112 億円（48.8%）、68 億円（53.0%）の減少となっている。 

  経常利益段階について補足すると、銀行勘定、信託勘定の不良債権処理損

失額に一般貸倒引当金繰入額を加えた額（以下、貸出関係損失という）は 336

億円と、公表予想（400 億円）を 63 億円下回った。内訳は信託勘定不良債権

処理額が 108 億円、銀行勘定不良債権処理額が 286 億円、一般貸倒引当金純

繰入額が 58 億円の取崩しとなっている。 

  破綻懸念以下の銀行勘定不良債権処理額は、取引先の債務者区分悪化によ

る償却・引当を中心に 286 億円となったが、新規の不良債権発生に伴う損失

処理は着実にペースダウンしてきている。なお、破綻懸念先以下の最終処理

の過程で、バルクセールに伴うネット売却損益は 31 億円のプラスとなり、特

別利益には償却債権取立益 30 億円を計上している。 

  一方、一般貸倒引当金純繰入額は、既に高率引当を実施していた取引先の

一部が破綻懸念先以下に転落したことに伴って取崩し超となったが、9 月末

の要注意先債権全体に対する引当率は 6.2%の水準を維持している。 

  また、株式等関係損益は、減損処理による株式等償却が 342 億円となった

ことを主因にマイナス 247 億円となった。株式の減損処理は「金融商品会計

に関する実務指針」に従い、前年度と同様、評価損率 50%以上の銘柄につい

ては全銘柄を対象、30%から 50%までの銘柄についても株価の回復可能性なし

と判定した銘柄を対象としている。（なお、後述の通り、株式の時価について

は当 9月期より期末前１ヶ月平均価格を採用した。） 

  次に、修正業務純益を前年度 9月期決算との比較で見ると 68 億円（11.0%）

の増益となった。これは、修正業務粗利益が前年同期比 36 億円増加した一方、

一段の合理化推進により、経費は前年同期比 32 億円減少したことによる。 
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修正業務粗利益の増加については、貸信・合同元本信託報酬は減少したも

のの、国債等債券関係損益が外債売却益を中心に増加したことが主因である。

なお、信託業務・財産管理業務においては、年金や証券管理サービスの信託

報酬は株式市況が低迷する中ほぼ前年同期比横ばいに止まったが、役務取引

収支では、不動産、証券代行業務、投信販売業務に係る手数料はそれぞれ順

調に増加しており、昨年設立した資産管理信託銀行に対する再信託報酬の支

払い（約 40 億円）の影響を除けば実質的には引続き増益基調となっている。 

 

（自己資本比率、有価証券含み損益等の状況） 

    平成 13 年 9 月末の連結自己資本比率は 11.32%、Tier1比率 6.67%と引続き

安定した水準を維持している。13年3月末比では0.09%の悪化となっているが、

これは時価会計適用に伴い、「その他有価証券」のネット含み損にかかる評価

差額金マイナス 433 億円を資本の部（Tier1）に計上したことが主因である。

（詳しくは図表２をご参照） 

    また、9 月末の有価証券含み損益（単体）は、株式が株価下落を反映して

1,256 億円のネット含み損となったことを主因に、全体でも 740 億円の含み損

となっている。なお、株式については時価会計適用開始にあたり、期末前 

1 カ月平均価格を時価として採用している。（詳しくは図表１８をご参照） 
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２．経営健全化計画の履行概況 

 

（１）業務再構築等の進捗状況 

 

＜経営システムの変革＞ 

○人事・処遇制度の変革 

平成 13年 5月に、ストックオプション制度の対象層を拡大し、事業部

門の事業戦略・業務特性に応じた処遇の推進、職員の士気向上による各

事業部門の業績向上へのインセンティブとする観点から、各事業部門か

らの推薦を受けて人事部統轄役員が決定する運営を一部導入した。 

また、退職金・年金制度も、役割・成果に応じた処遇を推進する観点か

ら見直しを行い、退職年金制度の中で比較的年功色の強い部分を、生み出

した収益・付加価値に応じた制度に変革した。 

 

＜提携・合併戦略＞ 

○資産管理業務にフォーカスする信託銀行の共同設立 

平成 12 年 6 月に株式会社大和銀行と合弁で、資産管理業務に特化した

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社を設立した。 

同社は、年金信託のトップバンクである大和銀行と、我が国最大級の

信託財産を受託する当社から信託財産の管理委託を受けることにより、

平成 13 年 9 月末の信託財産総額で合計約 75 兆円にのぼる日本最大の資

産規模となった。 

更に、両社は他の信託銀行等に対して参加を呼びかけており、対等の

精神を前提に、中央三井信託銀行の参加について具体的協議を進めてい

る。同社の参加により、100 兆円を超える資産管理業務を受託することと

なり、３社の経営資源・永年蓄積したノウハウを結集し、規模の利益を

一層活かして、年金基金などの顧客に強いニーズがある日本版マスター

トラスト業務にも取組み、我が国を代表する資産管理インフラとしてリ

ーダーシップを発揮していきたい。 

 

＜新たなビジネスモデルへの取組み状況＞ 

①リテール営業モデル ：「資産運用メインバンク」 

・小人数の職員で運営する小型店舗は、取扱業務を絞り込む一方、営業日・

営業時間の延長により利便性・認知度を高め、個人マーケットにおける

既先との取引拡大と新規顧客の獲得を目指し、既に 12ヶ店を開設。 

平成13年4月に開店した「すみしんi-Square晴海トリトン」は当社親密企
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業が多数入居する予定のオフィスビルに店舗を開設し、インターネット

バンキングである住友信託ダイレクト、職域の外勤戦力との相互補完に

より、職域マーケットにおける既先との取引拡大、財形取引先の一般顧

客化、新規顧客の獲得、退職情報の早期獲得等、職域顧客を早期に囲い

込むことを目指している。 

・投資信託販売開始以来、多様化・高度化する顧客の資産運用ニーズに応

えるべく、商品ラインナップを拡充している。 

また、当社オリジナル商品開発にも注力し、７月には新たに「住信 国

内バランス３０／６０」の募集を開始した。これら当社オリジナル商品

のうち、「住信ＣＢオープン」は転換社債型投信第１位の残高を有する

ファンドに成長している。 

・平成13年11月に、全日本空輸株式会社の「ＡＮＡマイレージクラブ」と

提携し、投資信託を購入した顧客にマイルを進呈する新サービスを開始、

ＡＮＡマイレージクラブ会員680万人の顧客の取込みを狙う。銀行・証券

会社の中で、ＡＮＡマイレージクラブと提携するのは、当社が初。 

・平成 12 年 11 月に、当社顧客ターゲット層に対する当社ブランドイメー

ジの向上と当社ファンの開拓を狙い、「60 歳のラブレター」を募集する

キャンペーンを実施。反響大であったため、今期も全日本空輸株式会社

と提携して第 2回目の募集を実施。 

・平成 13 年 2 月に設置した「お客様サービス推進室」を中心にＣＳ活動

を推進。顧客意見を収集・分析することにより、業務改善・最適なサー

ビス提供を目指す。 

・カスタマー・リレーションシップ・マネジメント（ＣＲＭ）機能を中心

とした新リテール・システムの予備設計に着手、平成 14 年 4 月のカット・

オーバーを目指す。 

 

②法人営業モデル ：「企業価値創造バンク」 

・顧客の経営課題とそのソリューション提案のアクションプランを盛り込

んだ「個社戦略」を、コア取引先全社について策定。「個社戦略」をＲＭ

と各プロダクト部門が協議・共有化することで、当社に強みのある商品

を複合的に提供する「クロス・セールス力」を強化。 

・ソリューション提案活動のサポートツールとして、当社独自の財務シミ

ュレーション・ソフトに企業価値・格付算定機能を付加し、当社の提案

が取引先の経営課題に与える具体的な効果を検証・プレゼンテーション

出来る体制を整備。 
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③資金事業モデル ：信用リスクに係る３資金事業と、マーケット資金事業 

・平成 13 年 6 月に、不動産ノンリコースローン、プロジェクトファイナ

ンス業務を資産金融部から企業金融部に移管・強化し、事業キャッシュ

フローに基づくファイナンス、アドバイザリー業務を担当させるととも

に、同部の名称を事業金融部に変更。 

・貸出債権の流動化・市場化が進展する中、プレースメント力の強化・市

場育成・相対型では取組みが困難な貸出の収益化を図るため、流動化を

前提とした貸出を推進、取組額約 220 億円。 

 

④信託・財産管理事業モデル ：「グローバルな運用力」と、「本邦を代表する 

管理・情報プラットフォーム」 

・平成 13 年 7 月に、受託資産運用に係わる運用企画・ミドルオフィス機

能を集約した、投資企画部を新設。運用部門や事務管理部門と分離する

ことで、運用組織体制を強化。 

同時に、資産運用部のパッシブ運用機能を独立させて、パッシブ運用部

を新設。今後増大が予想されるパッシブ運用ニーズに積極的に取組み、

受託拡大を目指す。 

・平成 13 年 4 月に、証券代行業務の株主管理サービスについて、国際的

な品質保証規格である「ＩＳＯ９００１（2000年版）」の認証を取得。 

当業務におけるＩＳＯの認証取得は業界初であり、今後とも品質マネジ

メント・システムの継続的な改善を通じて、事務・サービスの質の向上

に努めていく。 

・国内上場第１号のジャパンリアルエステイト投資法人（三菱地所・東京

海上・第一生命系）に続き、オリックス不動産投資法人（オリックス系）

からも、一般事務・資産保管業務を受託。 

今後も不動産投資法人（日本版ＲＥＩＴ）についてはマーケットの成長

が見込まれるため、同業務の受託を一層拡大することにより、不動産を

切り口とした資産管理業務の更なる展開を図る。 
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（２）経営合理化の進捗状況 

 

○事業フォーカス戦略に基づき、戦略的案件に対する積極的投資は行いつつ

も、今年度のリストラは計画通り進捗している。 

 

①役員数の削減 

9月末現在、役員数は 18名であり、今年度計画を達成済。 

 

②従業員数の削減 

業務の徹底した効率化、転籍の推進、新規採用の抑制等により、9月末現

在、従業員数は5,160名となり、平成14年3月末の計画5,300名を下回ってい

るが、これは中途採用が計画比遅れているためであり、今後、計画数の枠

内で中途採用を進める予定である。 

 

③国内店舗・海外拠点数の削減 

・ 国内店舗は、7月に西宮支店を出張所化し、9月末現在 53ヶ店となり、

平成 14年 3月末の計画 53ヶ店は達成した。 

・ 海外支店は、9月末現在 4ヶ店であるが、内１支店については、顧客資

産の移管手続きを進めており、完了次第速やかに廃店する予定である

ため、平成 14年 3月末の計画 3ヶ店は達成の見込み。 

・ 海外現地法人は、9月末現在 4社となっているが、ロンドン現地法人は

清算手続きを進め、9月末に事務所を閉鎖した。このため、平成 14年

3月末の計画 3社は達成の見込み。 

 

④人件費の削減 

賃貸住宅居住者と自宅保有者に支給していた住宅家賃補給金を 4 月に廃

止。また、従業員数の削減、個々の能力・役割・成果に応じた処遇の推進、

退職金・年金制度の変革による退職給付債務の圧縮等により、人件費総額

を削減。上期の人件費は 248 億円であり、平成 14 年度の計画 505 億円は

達成の見込み。 

 

⑤物件費の削減 

拠点ビル・店舗の効率的な利用による使用スペースの削減、賃借料の引

下げ、社宅の本人負担額の引上げ等により、物件費総額を削減。上期の物

件費は 327 億円であり、平成 14 年度の計画 688 億円は達成の見込み。 
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（３）不良債権処理の進捗状況 

（詳細計数は、図表 13 をご参照） 

 

金融再生法に基づく開示債権総額（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、

危険債権及び要管理債権の合計）は、銀行勘定と信託勘定の合計で 6,040 億

円と、13 年 3 月末比 712 億円の増加となった。危険債権が 503 億円減少する

一方で、要管理債権が 1,129 億円の増加となっているが、これは 13 年 9 月期

より要管理債権の抽出におけるスプレッド基準を引き上げるなど開示基準を

厳格化したことによるもの。要管理先を含む要注意先債権全体は 13 年 9 月末

で 1兆 2,830 億円となっており、13 年 3 月末比では 835 億円減少している。 

また、13 年 9 月期の不良債権の最終処理（オフバランス化）実績について

は 12 年度上期以前分で 926 億円、12 年度下期発生分で 71 億円と合計 997 億

円の処理実績となった。なお、平成 14 年度までの処理を求められている 12

年度上期以前分7,268億円については、13 年9月末残高は3,676億円と約50%

の処理率となり、総じて着実な進捗状況となっている。 

不良債権処理の進捗状況につき、不良債権比率（リスク管理債権／貸出残

高）と与信費用比率（貸出関係損失／貸出金残高）の推移で示すと、以下の

とおりとなる。13 年 9 月期は上記の通り開示基準の厳格化により要管理債権

が増加したことから、不良債権比率は13年3月期比では増加しているものの、

新規の不良債権発生による損失処理のペースダウンを反映し、与信費用比率

は着実な低下基調にある。 

    12/3 期  13/3 期  13/9 期 

不良債権比率  7.15％  4.99％  5.64％ 

 与信費用比率  1.41％  1.38％  0.63％ 

(注)いずれも銀行・信託勘定合算ベース、13/9 期与信費用比率は半期分×2 

今後についても、不良債権の最終処理・オフバランス化を進め、徹底した

資産健全化を行っていく方針であり、不良債権比率、与信費用比率などで見

た資産健全性についても一層の向上を図っていきたいとの考えである。 
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（４）国内向け貸出の進捗状況 

 

①平成１３年９月末の実績等の状況について 

当社は、従来からの「相対型」資金事業に加え、今後拡大が予想される

貸出債権の流動化・市場化商品等に投資する「市場型」資金事業に注力す

るとともに、信託本来の機能を発揮した、オフバランスでの「資産運用型」

資金事業を展開していくことで、企業の健全な資金需要に積極的に取組み、

信用供与の円滑化に貢献していく方針である。 

国内景気は、同時多発テロの影響による米国景気の急速な減速等により

一層調整色を強めている。また、企業サイドも収益悪化が予想される中、

手元流動性の取崩と有利子負債の圧縮を一段と進めており、当面資金需要

の回復は見込めない状況である。このような厳しい需資環境の中、従来か

らの企業の信用力に基づく貸出に加え、事業や資産のキャッシュフローを

ベースとしたノンリコースローンや、近時拡大してきたシンジケーション

方式のローンの組成、参画等に注力してきた。これらの資金需要の取り込

みや、入札方式による短期の資金需要を取り込むことで、平成１３年９月

末の事業法人向け国内貸出（インパクトローン除く実勢ベース）は同３月

末比△２５８億円の減少に止めることが出来た。さらに、注力してきた個

人貸出が同３月末比＋４９３億円の増加となった結果、平成１３年９月末

の国内貸出（インパクトローン除く実勢ベース）は同３月末に比べ、＋２

３５億円の増加となった。 

また、中小企業向け貸出については、依然中小企業においても大企業同

様前向きな資金需要は乏しいことに加え、大企業関連における負債圧縮要

請は一段と強まっており、引き続き需資環境は厳しい状況にある。そのよ

うな中、営業店に対し中小企業向け貸出残高目標を設定し、長期貸出・短

期貸出にかかわらず、本支店一体となって積極的な貸出活動を行った結果、

平成１３年９月末の中小企業向け貸出（インパクトローン除く実勢ベース）

は同３月末比△１００億円の減少に止めることが出来た。 

 

②平成１４年３月末計画の実施に向けての取組について 

下半期も、引き続き信用供与の円滑化に努めるべく健全な資金需要に積

極的に取組み、年度計画の達成を目指していく。特に中小企業貸出につい

ては、年度計画（インパクトローン除く実勢ベース）＋６０億円増加の達

成を目指し、上半期に引き続き積極的な貸出活動を継続していく。上半期

に続き、営業店に対し中小企業向け貸出残高目標を設定するほか、前年度

については特別ファンドを設定し注力した中長期固定資金について、ファ
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ンドという形での上限設定は行わず、期初から本支店一体となり材料発掘

および刈取り等、同資金需要への対応に注力していく。 

また、企業の資金調達の多様化・資産圧縮ニーズに対し、当社は売掛債

権信託、特定債権信託等の流動化業務でも対応しており、平成１３年３月

末の受託残高約１兆８，５００億円に対し、９月末で約１兆９，０００億

円と伸長している。そのうち、買掛債務の流動化により納入企業・下請け

企業等への資金供給を可能にした一括信託については、平成１３年３月末

受託残高２，３２９億円に対し、９月末で２，４５９億円と堅調に推移し

ている。これらの実績を更に伸長させていくことで、引き続き企業の流動

性確保に寄与し、信用供与の円滑化を図っていく。 
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（５）配当政策の状況及び今後の考え方 

 

中間配当については、9月末にかけての株価下落と当期より導入された時

価会計の影響を踏まえて、普通株式、優先株式ともに見送り、期末に一括

して配当を行う予定とさせていただいたが、平成 13年度の利益配当につい

ては、普通株式について前年度の１株あたり 7 円の水準を維持する予定で

ある。 

今後とも｢経営の健全化のための計画｣に記載の通り、利益の流出について

は経営の健全性の確保及び株主価値の向上を考慮した適正な水準を設定し

ていく所存である。 
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３．平成 14 年 3 月期通期決算の見通し 

 

平成 14 年 3 月期通期決算については、修正業務純益は 1,400 億円と健全化

計画通りの順調な業績を見込んでいるが、経常利益、当期利益は中間期の株

式等関係損益の悪化を織り込みそれぞれ 350 億円、210 億円と、いずれも健全

化計画を 30%程度下回る水準を見込んでいる。 

貸出関係損失については昨今の景気低迷・企業業績の悪化など、先行きの

不確定要素・懸念材料はあるが、これまでの損失処理の減少トレンドを踏ま

え、通期合計 800 億円と健全化計画通りの水準を見込んでいる。 

通期健全化計画の達成に向けて引続き収益力向上を図っていく所存である。 
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（図表１-１）収益動向及び計画   

12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 計画

（規模）〈資産・負債は平残、資本勘定は末残〉 (億円）
総資産 142,893 162,076 164,878 172,000
貸出金 71,969 78,449 82,259 ＊１ 85,900
有価証券 43,000 55,753 59,412 57,700
特定取引資産 4,171 4,391 4,717 5,000
繰延税金資産(末残) 2,436 2,005 2,227 ＊２ 1,805
総負債 135,955 154,443 157,180 164,300
預金・ＮＣＤ 67,762 78,328 88,498 ＊３ 78,700
債券 － － － －
特定取引負債 85 105 286 100
繰延税金負債(末残) － － － －
再評価に係る繰延税金負債（末残) 171 150 150 150
資本勘定計 7,247 7,608 7,122 7,798
資本金 2,820 2,839 2,840 2,839
資本準備金 2,354 2,374 2,374 2,374
利益準備金 396 418 429 440
再評価差額金 256 236 236 236
その他有価証券評価差額金 － － -452 ＊２ 0
剰余金 1,419 1,740 1,736 1,908
（収益）
業務粗利益 2,210 2,385 1,183 2,403
信託報酬 962 958 359 1,050
うち信託勘定不良債権等処理損失額（Ａ） 547 315 108 ＊５ 250
資金運用収益 3,896 3,474 1,647 3,170
資金調達費用 2,910 2,690 1,207 2,320
役務取引等利益 259 215 100 290
特定取引利益 43 71 22 60
その他業務利益 -39 356 261 153
国債等債券関係損（▲）益 -106 298 215 100
業務純益（Ｂ）+（Ａ）+（Ｃ） 1,447 1,441 693 ＊４ 1,400
（一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前）
業務純益（一般貸倒引当金繰入前）（Ｂ）+（Ｃ） 899 1,126 585 1,150
業務純益（Ｂ） 972 915 643 1,150
一般貸倒引当金繰入額（Ｃ） -72 211 -58 ＊５ 0
経費 1,310 1,259 598 1,253
人件費 579 524 247 505
物件費 675 682 326 688

不良債権処理損失額 1,025 941 286 ＊５ 550
株式等関係損（▲）益 751 436 -247 ＊６ 0
株式等償却 877 302 342 0
経常利益 767 729 117 ＊６ 530
特別利益 16 243 30 0
特別損失 16 130 22 30
法人税、住民税及び事業税 0 1 0 0
法人税等調整額 436 415 65 200
税引後当期利益 330 426 61 ＊６ 300
（配当） 
配当可能利益 1,339 1,631 1,576 1,786
配当金 108 108 － 110
1株当たり配当金（普通株） 7.00 7.00 － 7.00
配当率（優先株＜公的資金分＞） 0.76 0.76 － 0.76
配当率（優先株＜その他＞） － － － －
配当性向 32% 25% － 36%
（経営指標）   利回・利鞘は３勘定ベース
資金運用利回（Ｄ） 2.87 2.35 2.17 2.00
貸出金利回（Ｅ） 1.97 1.95 1.73 1.66
有価証券利回 2.37 2.80 2.86 2.63

資金調達原価（Ｆ） 2.61 2.19 2.02 1.88
預金利回（含むＮＣＤ）（Ｇ） 0.63 0.74 0.68 0.54
経費率（Ｈ） 0.90 0.87 0.83 0.94
人件費率 0.40 0.36 0.34 0.38
物件費率 0.46 0.47 0.45 0.49
総資金利鞘（Ｄ）－（Ｆ） 0.25 0.16 0.15 ＊７ 0.12
預貸金利鞘（Ｅ）－（Ｇ）－（Ｈ） 0.42 0.33 0.21 0.17
＜預貸金粗利鞘（Ｅ）－（Ｇ）＞ （注1） < 1.33 > < 1.21 > < 1.04 > < 1.12 >
非金利収入比率 55.42 67.12 62.80 64.62
ＲＯＥ（注2） 19.96 19.40 18.25 ＊７ 18.17

ＲＯＡ 1.01 0.88 0.84 0.81

（注１）信託銀行の経費率計算には年金業務等預貸業務以外の経費が含まれるため粗利鞘を併記。
（注２）１３／３月期実績以降の資本勘定は平残ベース（その他有価証券評価差額金を除く）で記載。

（一般貸引前信託償却前業務純益/資本勘定＜平残＞）

（一般貸引前信託償却前業務純益/総資産＜平残＞）
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（図表１－１）収益動向及び計画

 元本補填契約のある信託
12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 計画

    合同運用指定金銭信託
   （規模）〈末残〉 （億円）
総資産 12,426 9,985 9,484 10,000
貸出金 2,804 2,493 2,385 2,500
有価証券 348 270 160 300
その他 9,274 7,220 6,938 7,200
総負債 12,426 9,985 9,484 10,000
元本 12,389 9,976 9,466 9,990
その他 36 8 17 10
    貸付信託
   （規模）〈末残〉
総資産 57,982 44,896 39,015 37,000
貸出金 26,089 20,693 17,349 ＊１ 15,000
有価証券 6,700 3,126 2,520 3,000
その他 25,193 21,076 19,146 19,000
総負債 57,982 44,896 39,015 37,000
元本 56,981 44,277 38,536 ＊３ 36,500
その他 1,000 619 479 500

（（図表１-１）に関する差異説明）

＊１ 貸出金は、銀行勘定及び元本補てん契約のある信託の合算ベースでも順調に増加。国内貸出は14/3

     月末計画の水準を上回っている。(図表１0ご参照）

＊２ その他有価証券が含み損となったため評価差額金△452億円を資本勘定に計上。また、これに伴う

     税効果相当額を計上したことを主因に繰延税金資産が287億円増加している。

＊３ 短期余資運用のNCDが増加したもの。貸信等を含めた全体の顧客性調達はほぼ計画通りの水準。

＊４ 修正業務純益（一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前）は693億円と5月公表予想比43億円の増加。

＊５ 銀行勘定、信託勘定の不良債権処理損失額と一般貸倒引当金繰入額を合計した貸出関係損失は、

     336億円と5月公表予想（400億円）比63億円の減少。新規の不良債権発生に伴う損失処理は着実に

     ペースダウン。内容詳細は（図表16）ご参照。

＊６ 株式関係損益は減損処理による株式等償却が342億円となったことを主因に△247億円。株式の減損

　　 処理は、評価損率50%以上の銘柄については全銘柄、30%～50%の銘柄についても株価の回復可能性

    なしと判定した銘柄を対象とする厳格な処理を実施。

     その結果、経常利益・当期利益は5月公表予想比約50%程度の減少。

＊７ 総資金利鞘は預貸金粗利鞘が縮小したものの、総資金粗利鞘では改善したことから0.15%と、通期計

     画を0.03%ポイント上回る水準を確保。 ROEについても18.25%と通期計画を0.08%ポイント上回る水

     準を確保し堅調に推移。  
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12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 見込み

（規模）〈末残〉 （億円）
総資産 155,227 178,610 172,127
貸出金 77,289 81,937 85,869
有価証券 48,649 65,663 56,191
特定取引資産 4,541 6,405 7,249
繰延税金資産 2,455 2,044 2,248
少数株主持分 897 910 942
総負債 146,974 170,082 163,989
預金・ＮＣＤ 76,740 86,928 93,035
債券 － － －
特定取引負債 1,313 1,990 2,783
繰延税金負債 10 1 2
再評価に係る繰延税金負債 171 150 150
資本勘定計 7,355 7,616 7,195
資本金 2,820 2,839 2,840
資本準備金 2,354 2,374 2,374
再評価差額金 256 236 236
その他有価証券評価差額金 － － -451
連結剰余金 1,924 2,251 2,260
自己株式 1 21 42

（収益） （億円）
経常収益 10,101 8,752 3,803 7,500
信託報酬 962 958 359
資金運用収益 3,912 3,465 1,679
役務取引等収益 438 497 269
特定取引収益 61 105 32
その他業務収益 2,165 2,182 1,091
その他経常収益 2,560 1,542 372
経常費用 9,299 7,969 3,635 7,050
資金調達費用 2,944 2,752 1,240
役務取引等費用 96 178 105
特定取引費用 0 0 4
その他業務費用 2,132 1,752 776
営業経費 1,428 1,380 665
その他経常費用 2,697 1,904 843
貸出金償却 452 676 160
貸倒引当金繰入額 323 489 135
一般貸倒引当金純繰入額 -54 197 -68
個別貸倒引当金純繰入額 429 306 219
経常利益 802 782 168 450
特別利益 16 214 31
特別損失 17 98 23
税金等調整前当期純利益 801 899 176
法人税、住民税及び事業税 33 43 24
法人税等調整額 417 405 59
少数株主利益 29 39 28
当期純利益 322 410 63 220

（図表１-２）収益動向（連結ベース）
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（図表２）自己資本比率の推移・・・採用している基準＝国際統一基準

（単体） （億円）
12／3月期 13／3月期 13／9月期 備考 14／3月期
実績 実績 実績 計画

資本金 2,819 2,818 2,798 2,818
うち普通株式 2,319 2,318 2,298 2,318
うち優先株式（非累積型） （注１） 500 500 500 500
優先出資証券（注２） 830 830 830 830
資本準備金 2,354 2,374 2,374 2,374
利益準備金 396 418 429 440
その他有価証券の評価差額 － － -452 0
任意積立金 1,048 1,278 1,598 1,598
次期繰越利益等 318 407 137 256
その他 － － － －
TierⅠ 計 7,765 8,126 7,715 8,316
（うち税効果相当額） (2,436) (2,005) (2,227) (1,805)
優先株式（累積型） － － － －
優先出資証券 － － － －
永久劣後債（注３） 1,350 1,645 1,645 1,645
永久劣後ローン － － － －
有価証券含み益 － － － －
土地再評価益（注４） 192 174 174 174
貸倒引当金 550 761 703 761
その他（注５） 99 61 60 61
Ｕｐｐｅｒ Ｔｉｅｒ Ⅱ 計 2,192 2,642 2,582 2,642
期限付劣後債（注６） 3,064 2,804 2,903 2,800
期限付劣後ローン 240 120 － －
その他 － － － －
LowerＴｉｅｒ Ⅱ 計 3,304 2,924 2,903 2,800
TierⅡ 計 5,496 5,566 5,485 5,442
TierⅢ － － － －
控除項目 14 10 9 10
自己資本合計 13,247 13,682 13,191 13,748

リスクアセット 116,290 117,015 114,720 117,000
オンバランス項目 94,415 99,741 100,186 100,000
オフバランス項目 21,290 16,618 13,980 16,000
その他（注７） 583 655 553 1,000

自己資本比率 11.39 11.69 11.49 11.75
TierⅠ比率 6.67 6.94 6.72 7.10

(注1)公的資金による優先株式1,000億円のうち資本金組入れ分。
(注2)自助努力による資本増強策として、11/3月に海外優先出資証券830億円を発行。
(注3)10/3月の公的資金による永久劣後債1,000億円を含む。なお当該永久劣後債については、15/3月のコール期日
    に償還の方針。
(注4)11/3月「土地の再評価に関する法律」に基づく土地再評価を実施しており、土地評価益の45%をTIERⅡに算入。
(注5）9/6月発行の強制転換劣後債。
(注6）11/3月の公的資金による期限付劣後債1,000億円を含む。
(注7）マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額。  
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（連結） （億円）
12／3月期 13／3月期 13／9月期 備考 14／3月期
実績 実績 実績 計画

資本金 2,819 2,818 2,798 2,818
うち普通株式 2,319 2,318 2,298 2,318
うち優先株式（非累積型） （注１） 500 500 500 500
優先出資証券（注２） 830 830 830 830
資本準備金 2,354 2,374 2,374 2,374
その他有価証券の評価差額 － － -433 0
為替換算調整勘定 － -63 -22 -63
剰余金等 1,938 2,277 2,354 2,447
その他 － － － －
TierⅠ 計 7,942 8,236 7,901 8,406
（うち税効果相当額） (2,455) (2,044) (2,248) (1,854)
優先株式（累積型） － － － －
優先出資証券 － － － －
永久劣後債（注３） 1,350 1,645 1,645 ＊1 1,645
永久劣後ローン － － － －
有価証券含み益 － － － 0
土地再評価益（注４） 192 174 174 174
貸倒引当金 588 795 725 795
その他（注５） 99 61 60 61
Ｕｐｐｅｒ Ｔｉｅｒ Ⅱ 計 2,230 2,676 2,604 2,675
期限付劣後債（注６） 3,064 2,804 2,903 ＊1 2,800
期限付劣後ローン 240 120 － －
その他 － － － －
LowerＴｉｅｒ Ⅱ 計 3,304 2,924 2,903 2,800
TierⅡ 計 5,534 5,600 5,507 5,475
TierⅢ － － － －
控除項目 14 24 16 24
自己資本合計 13,462 13,812 13,392 13,857

リスクアセット 119,822 120,982 118,292 120,000
オンバランス項目 96,998 102,791 102,939 102,000
オフバランス項目 22,093 17,490 14,749 17,000
その他（注７） 731 700 603 1,000

自己資本比率 11.23 11.41 11.32 ＊2 11.54
TierⅠ比率 6.62 6.80 6.67 7.00
(注1)～（注7）については単体の注記ご参照

（差異説明）
*1 劣後債については、更に十分な自己資本比率の確保を図るべく、発行条件等も勘案の上、借換え・前倒し調達を実施。
*2 自己資本比率は13/3月末比では0.09%の悪化となっているが、これは時価会計適用に伴い、「その他有価証券」の
  ネット含み損にかかる評価差額△433億円をTierⅠに計上したことが主因。  
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（図表５-１）部門別純収益動向（従来区分）

（単体ベース）
12/3月期 13/3月期

（単位：億円） 実績 実績 備考
信託･財管事業 334 309
年金･投資マネージ 220 169
証券管理サービス 40 25
証券代行 43 64
不動産事業 33 51

国内対顧資金事業(注1)(注3) 735 864
海外与信事業 30 54
市場性資金運用 348 215
合計(修正業務純益) 1,447 1,441

（連結ベース）(注2)
12/3月期 13/3月期

（単位：億円） 実績 実績 備考
信託･財管事業 362 363
年金･投資マネージ 220 163
証券管理サービス 61 76
証券代行 43 64
不動産事業 38 59

国内対顧資金事業(注1)(注3) 756 889
海外与信事業 30 54
市場性資金運用 348 215
合計(修正業務純益) 1,496 1,520

（注１）「国内対顧資金事業」には個人受信、個人ローン、事法与信、投資銀行業務、外為等
を含む。

（注２） 連結ベースの計数は社内管理上の計数であり、財務計数とは異なる。
（注３） リテール向け投資マネージは、事業部制導入に伴い国内対顧資金事業に含めている。
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（図表５－２）部門別純収益動向（新区分）（注１）

（単体ベース）
13/3月期 13/9月期 14/3月期

（単位：億円） 実績 実績 見込み 備考
カスタマー資金事業 711 256 543
クレジット投資事業 58 29 71
マーケット資金事業 364 321 397
受託事業 257 129 307
年金･投資マネージ 169 82 190
証券管理サービス 25 12 33
証券代行 64 35 84

不動産事業 51 24 82
決算調整勘定(注2) － -65 －
合計(修正業務純益) 1,441 694 1,400

（連結ベース）(注3)
13/3月期 13/9月期 14/3月期

（単位：億円） 実績 実績 見込み 備考
カスタマー資金事業 736 271 578
クレジット投資事業 58 26 71
マーケット資金事業 364 321 397
受託事業 303 155 357
年金･投資マネージ 163 80 188
証券管理サービス 76 39 85
証券代行 64 35 84

不動産事業 59 27 87
決算調整勘定 － -65 －
合計(修正業務純益) 1,520 734 1,490

（注１） 12年4月から当社は事業部制を導入しており、新区分は当該事業部毎の収益区分に基づき
       開示。新区分の「カスタマー資金事業」には、従来区分における「信託・財管事業」の
     「ﾘﾃｰﾙ向投資ﾏﾈｰｼﾞ」、「海外与信事業」の海外店日系外貨与信が含まれる。また、新区分の
      「マーケット資金事業」には、従来区分の「市場性資金運用」のほか、「国内対顧資金事業」
       の対顧客向け外為・デリバティブ収益等を含む。
（注２） 13/9月期については、年１回払いの信託報酬･手数料等による上期と下期の収益額の偏りを
       補正した社内管理上の計数をそれぞれ記載しているが、同補正による決算上の修正業務純益と
       の差額を調整勘定として一括計上している。
（注３） 連結ベースの計数は社内管理上の計数であり、財務計数とは異なる。  
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（図表６）リストラ計画 
 12/3 月末 

実績 
13/3 月末 
実績 

13/9 月末 
実績 

備考 14/3 月末 
計画 

（役職員数） 

役員数 （人） 16 18 18  18 
 うち取締役（（）内は非常勤）  （人） 11(0) 13(0) 13(0)  13(0) 
 うち監査役（（）内は非常勤）  （人） 5(2) 5(2) 5(2)  5(2) 

従業員数（注） （人） 5,568 5,202 5,160  5,300 

（注）事務職員、庶務職員合算。在籍出向者を含む。嘱託、パート、派遣社員は除く。 

（国内店舗・海外拠点数） 

国内本支店（注１） （店） 54 54 53  53 
海外支店（注２） （店） 5 4 4 ＊1 3 
（参考）海外現地法人 （社） 5 4 4 ＊2 3 

（注１）出張所、代理店、インストアブランチ、払込専門支店、共同利用ＡＴＭ管理専門支店を除く。 

（注２）出張所、駐在員事務所を除く。 

 
 12/3 月末 

実績 
13/3 月末 
実績 

13/9 月末 
実績 

備考 14/3 月末 
計画 

（人件費） 

人件費 （百万円） 57,912 52,457 24,758  50,500 
 うち給与・報酬 （百万円） 34,434 31,043 15,094  30,000 

平均給与月額 （千円） 432 423 417  420 

（注）平均年齢 39.5 歳（平成 13 年 9 月末）。 

（役員報酬・賞与） 

役員報酬・賞与（注 1） （百万円） 458 368 183  400 
 うち役員報酬（注 2） （百万円） 418 368 183  400 

 うち役員賞与 （百万円） 40 0 0  0 

平均役員（常勤）報酬・賞与（注 3） （百万円） 22 22 22  22 

平均役員退職慰労金（注 4） （百万円） 28 35 19 ＊3 50 

（注１）人件費及び利益金処分によるものの合算。また、使用人兼務の場合、使用人部分を含む。 

執行役員分を含まない。 

（注２）13 年 3 月期は、12 年 6 月まで役員数が計画比△2名であったため、実績が計画を下回った。 

14 年 3 月期以降は、期中を通じて計画通りの役員数を前提とした数値。 

（注３）執行役員分は含まない。 

（注４）執行役員分は含まない。 

（物件費） 
物件費 （百万円） 67,535 68,240 32,664 ＊4 68,800 

  うち機械化関連費用(注) （百万円） 11,768 13,424 6,108  15,300 
 除く機械化関連費用 （百万円） 55,767 54,816 26,556  53,500 

（注）リース等を含む実質ベース。 

 

＊1 廃止手続き中の１支店を含む。 

＊2 廃止手続き中の１現地法人を含む。 

＊3 14/3月期以降の計画は、専務、常務2名、監査役の4名を想定。 

＊4 物件費については、11 年度からソフトウェア会計を適用。 
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（図表７）子会社・関連会社一覧（注１）
（単位：億円、百万米ドル）

会社名 設立年月 代表者 主な業務 直近決算 総資産 借入金 うち申請 資本勘定 うち申請 経常利益 当期利益 連結又は
金融機関 金融機関 持分法の別
分（注２） 出資分

住信カード株式会社 昭和58年6月 田中 稔 ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ、
信用保証

平成13年9月 270 47 34 18 0 2 1 連結子会社

住信リース株式会社 昭和60年7月 渡部 武彦 ﾘｰｽ、割賦販売 平成13年9月 3,966 3,202 1,117 73 1 2 0 連結子会社

住信住宅販売株式会社 昭和61年1月 近藤 紀一 住宅仲介 平成13年9月 39 11 11 20 0 3 1 連結子会社

アイ・ジー・エフ株式会社 昭和57年9月 小島 一紀 金銭貸付 平成13年9月 341 633 633 △ 294 － 18 18 連結子会社

STB Delaware Funding TrustⅠ 平成10年5月 － 金融業務 平成13年6月 194 55 55 △ 10 4 △ 1 △ 1 連結子会社

日本トラスティ情報システム
株式会社 昭和63年11月 窪田 香苗 情報処理、計算受託 平成13年9月 327 317 158 2 0 1 0 持分法適用関連会社

ビジネクスト株式会社 平成13年1月 杉田 光彦 金銭貸付 平成13年9月 30 13 13 15 12 △ 13 △ 13 持分法適用関連会社

（注１）13/9期連結決算において対象とされた子会社・関連会社のうち、申請金融機関の与信額が１億円超について記載。

         なお、海外の子会社については現地通貨で記載。

（注２）借入金のうち、申請金融機関分は保証を含む。

※1 アイ・ジー・エフ株式会社・・・現有資産の管理・回収を行っている。同社の債務超過分は全額引当済（11年3月期）。

※2 STB Delaware Funding TrustⅠ・・・平成10年5月に当社保有資産を担保とした資金調達目的のSPCとして設立。今後本SPCを用いた調達は予定しておらず、

                                      今後は業務縮小方向。同社の債務超過分は全額引当済（13年3月期）。

※3 ビジネクスト株式会社・・・スモールビジネス向けローン事業を行う。平成13年4月より業務を開始しており、9月末時点では創業赤字を計上。

                              従来の銀行等が十分に対応できなかった資金ニーズに応え、健全なスモールビジネス事業の育成を支援していく方針。

※1

※2

※3
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（図表10）貸出金の推移

(残高)*a （億円）

12/3月末 13/3月末 13/9月末 14/3月末  

実績 実績 実績 末平比率 計画 備  考

（注４） （注４） (A) （注２） （注４）

国内貸出 インパクトローンを含むベース 101,110 100,132 100,509 1.02 ### 100,132

インパクトローンを除くベース 99,655 99,007 99,215 1.02 ### 99,007

中小企業向け貸出インパクトローンを含むベース 33,902 33,480 33,111 1.05 ### 33,540

（注１） インパクトローンを除くベース 33,594 33,174 32,564 1.06 ### 33,234

うち保証協会保証付貸出 0 0 0 0.89 0 0

個人向け貸出（事業用資金を除く） 8,451 11,523 12,016 1.01 ### 12,193

うち住宅ロ－ン 4,529 7,143 7,446 1.01 ### 7,264

その他 58,757 55,129 55,382 1.00 ### 54,399

海外貸出（注３） 5,559 5,982 5,837 1.02 ### 6,118

合計 106,668 106,114 106,346 1.02 ### 106,250

(同・実勢ベ－ス  ＜下表の増減要因を除く＞) （億円）

12/3 月末 13/3 月末 13/9 月末 14/3 月末 

実績 実績 実績 計画 備考

（注４） （注４） (A)+(C)+(D) （注４）

国内貸出 インパクトローンを含むベース 101,110 102,465 102,869 102,465

インパクトローンを除くベース 99,655 101,340 101,575 101,340

中小企業向け貸出インパクトローンを含むベース 33,902 35,035 35,176 35,095

   （注１） インパクトローンを除くベース 33,594 34,729 34,629 34,789

（注１） 中小企業向け貸出とは、資本金又は出資金3億円（但し、卸売業は1億円、小売業・飲食業・サ－ビス業は50百万円）

以下の法人または常用する従業員が300人（但し、卸売業・サービス業は100人、小売業・飲食業は50人）以下の法人

向け貸出（個人に対する事業用資金を含む）を指す。

（注２）末平比率は月末残高／月中平均残高。 .

（注３）当該期の期末レートで換算。

（注４）平成１３年３月期の履行状況報告書より引用。

*a : 銀行勘定および元本補てん型の貸信勘定･合同勘定の合計ベース。

（実勢ベースを算出する上で考慮すべき要因） （億円 ・（  ）内はうち中小企業向け貸出）

12年度中 13年度上期 13年度中

実績 実績 計画 備考

(C) (D) (注７)

貸出金償却（注１） 605 ( 241 ) 122 ( 98 ) 0 ( 0 )

ＣＣＰＣ２次ロス（注２） 70 ( 35 ) 6 ( 6 ) 0 ( 0 )

債権流動化（注３） -63 ( -175 ) -586 ( 24 ) 0 ( 0 )

部分直接償却実施額（注４） 1,718 ( 1,452 ) 473 ( 382 ) 0 ( 0 )

協定銀行等への資産売却額（注５） 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

バルクセールその他（注６） 3 ( 2 ) 12 ( 1 ) 0 ( 0 )

合計 2,333 ( 1,555 ) 27 ( 510 ) 0 ( 0 )  

（注１） 無税化(法人税法基本通達９－６－１､９－６－２､９－４－１､９－４－２)を事由とする直接償却額。信託勘定における直接償却額。

（注２） 共同債権買取機構に売却した債権に関する担保処分等に伴なう損失相当額。

（注３） 主として正常債権の流動化。債権流動化実施額（＋）、償還期限到来による現金流入額（－）の純額で表示。

（注４） 部分直接償却当期実施額。

（注５） 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条で定められた協定銀行等への債権売却に伴なう損失相当額。

（注６） 不良債権のバルクセールに伴なう損失相当額及びその他の不良債権処理関連。

（注７） 平成１３年３月期の履行状況報告書より引用。

（注８） １３年度については、引続き不良債権処理に注力していく方針に変わりないが、現段階で正確な金額の見込みが困難であるため、

　　　 貸出金計画には処理による減額を織込んでいない。  
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（図表 12）リスク管理の状況 

  上期における改善等の状況 

信用 

リスク 

[規定・基本方針] 

 『信用ﾘｽｸ管理業務規定』 ： ﾘｽｸ管理の基本的考え方と信用ﾘｽｸのﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞの運営ﾙｰﾙを規定 

 『信用格付規定』 ： 信用格付の基準､手法､運営ﾙｰﾙを規定 

 『自己査定基準』 ： 自己査定の手法と実施要領を規定 

『貸出金等に関する償却・引当業務規定』 ： 償却・引当の手法、

運営ルールを規定 

 『与信監査業務規定』 ： 信用格付や自己査定の監査を規定 

[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､信用ﾘｽｸの管理方針を定めるとともに､信用

ﾘｽｸ量配分のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを決議 

・信用ﾘｽｸ運営・管理に関する意思決定機関である投融資審議会に

て､上記ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに従い､信用ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの運営計画を策定し､運営

状況（信用ﾘｽｸ量等）の定期的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施 

・基礎となる信用格付推移やﾃﾞﾌｫﾙﾄ率ﾃﾞｰﾀはﾘｽｸ管理部が自己査定

及び信用格付を監査するｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾚﾋﾞｭｰを通じて蓄積 

＜リスク管理部署＞ 

・ﾘｽｸ管理部 ： 信用ﾘｽｸ管理体制の企画・推進､ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ､自己査定

の監査、経営陣への報告等 

・調査部 ： 国内内部格付の企画・実施 

・ｸﾚｼﾞｯﾄ投資審査部 ： 海外内部格付の企画・実施 

[リスク管理手法] 

・ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ管理、期待損失管理、非期待損失管理を合わせた、

多元的管理 

・信用格付は債務者格付を基本とし、財務ﾃﾞｰﾀに基づく回帰・判

別式により付与 

・格付遷移とﾃﾞﾌｫﾙﾄ率は自行ﾋｽﾄﾘｶﾙ･ﾃﾞｰﾀに基づく 

・自己査定は「金融検査ﾏﾆｭｱﾙ」に準拠しつつ､新金融商品につい

ても実施 

・信用ﾘｽｸ量は「最大損失－貸倒引当」､非期待損失は信用VaR（保

有期間 1 年､信頼区間 99％）と定義 

・複数のｽﾄﾚｽ･ｼﾅﾘｵを設定してｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行うｽﾄﾚｽ･ﾃｽﾄを実施  

・ 新計量エンジン導入。計

測理論（CreditMetrics）

には変更ないが、より細

か い 分 析 可 能 な

CreditBrowser に変更。 

マーケット 

リスク 

[規定・基本方針] 

 『市場ﾘｽｸ管理業務規定』 ： ﾘｽｸ管理の基本的考え方とﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ

のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの運営ﾙｰﾙを規定 

[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸの管理方針を定めるとともに､ﾏｰ

ｹｯﾄﾘｽｸ量配分枠を決議 

・ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ運営・管理に関する意思決定機関であるＡＬＭ審議会

にて､上記ﾘｽｸ量枠内で目的別・ﾘｽｸｶﾃｺﾞﾘｰ別・ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ別にﾘｽｸﾘ

ﾐｯﾄ､ﾛｽﾘﾐｯﾄ､収益計画等の基本方針を策定し､運営状況（ﾏｰｹｯﾄﾘ

ｽｸ量等）の定期的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施 

・ ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ量と信用ﾘｽｸ量

を併せて、毎月、事業部

門長会議へ報告 

・ ｶﾚﾝﾄｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ方式によ

るﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引のｸﾚｼﾞｯ

ﾄﾗｲﾝ管理を導入 

・ ｼﾅﾘｵ分析に基づくｽﾄﾚｽﾃｽ

ﾄを導入 
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＜リスク管理部署＞ 

・ﾘｽｸ管理部 ： ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ管理体制の企画・推進､ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ､経営陣

への報告等 

[リスク管理手法] 

・ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ量は市場 VaR（ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ業務は保有期間21 日､信頼区間

99％､ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ業務は保有期間 1 日､信頼区間 99％）と定義。

市場 VaR は分散・共分散法を基本としつつ､ｵﾌﾟｼｮﾝ取引のﾘｽｸに

ついてはﾋｽﾄﾘｶﾙ･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ法を併用して計測 

・即時のﾎﾟｼﾞｼｮﾝ把握等の機動性に鑑み､ｾﾝｼﾃｨﾋﾞﾃｨや投資残高によ

る管理を実施 

・複数のｽﾄﾚｽ･ｼﾅﾘｵを設定してｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行うｽﾄﾚｽ･ﾃｽﾄを実施  

流動性 

リスク 

[規定・基本方針] 

 『市場ﾘｽｸ管理業務規定』 ： ﾘｽｸ管理の基本的考え方と流動性ﾘｽｸ

のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの運営ﾙｰﾙを規定 
[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､流動性ﾘｽｸの管理方針を定める 
・流動性ﾘｽｸ運営・管理に関する意思決定機関であるＡＬＭ審議会

にて、基本方針を策定し、運営状況の定期的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施 

＜リスク管理部署＞ 
・ﾘｽｸ管理部 ： 流動性ﾘｽｸ管理体制の企画・推進､ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ､経営陣

への報告等 

[リスク管理手法] 
・通貨別の日々の資金ｷﾞｬｯﾌﾟに上限枠を設定し､管理（外貨につい

ては､向こう 1 週間の日々および累積の資金ｷﾞｬｯﾌﾟを管理） 

・1 ヶ月までの累積資金ｷﾞｬｯﾌﾟについて､相当する期間における調
達可能額をｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝとした管理を実施 

・ 多通貨のﾈｯﾄ決済機関で
あるＣＬＳ参加のための

ｼｽﾃﾑ開発に着手 
 

 

カントリー 
リスク 

[規定・基本方針] 
『信用ﾘｽｸ管理業務規定』 ： ﾘｽｸ管理の基本的考え方とｶﾝﾄﾘｰﾘｽｸ

のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの運営ﾙｰﾙを規定 

 『信用格付規定』 ： 信用ﾘｽｸに応じたｿﾌﾞﾘﾝ格付の付与基準を規定 
[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､ｶﾝﾄﾘｰﾘｽｸを含む信用ﾘｽｸの管理方針を策定 
＜リスク管理部署＞ 

・ｸﾚｼﾞｯﾄ投資審査部 ： ｶﾝﾄﾘｰﾘｽｸ管理体制の企画･推進､ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

[リスク管理手法] 
・外部格付準拠を原則としつつ自己査定結果等も考慮し､ｿﾌﾞﾘﾝ格

付を付与。当該格付に基づき国別与信限度額を設定､各国に対す

るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰを管理 

 

オペレーシ

ョナル 

リスク 

（ＥＤＰリ

ス ク も 含

む） 

《事務リスク》 

[規定・基本方針] 

 『事務管理規定』 ： 事務処理､事務ﾘｽｸ管理に関する一般原則､基

本方針を規定 

[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､事務ﾘｽｸの管理方針を定める 

・事務力強化推進委員会にて、事務処理体制を把握､事務ﾘｽｸ上の 
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問題点を整理・検討し､必要に応じ対応方針を取締役会等に助

言・報告するとともに､運営状況をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

＜リスク管理部署＞ 

・業務管理部 ： 事務ﾘｽｸ管理体制の企画・推進､経営陣への報告

等 

[リスク管理手法] 

・業務所管部が､事務管理規定に基づき､商品・ｻｰﾋﾞｽ毎に事務ﾘｽｸ

を分析・評価し､対策実施。また､事故・事務処理ﾐｽ・事務処理

に係るｸﾚｰﾑ・検査の指摘事項等の要因を分析し､対策実施 

・内部管理のﾁｪｯｸ機能として店部内検査を実施 

 

 《システムリスク》 

[規定・基本方針] 

『情報ｾｷｭﾘﾃｨ管理規則・細則』 ： 情報資産（情報､情報ｼｽﾃﾑ）を

適切に保護するための方針､基準､対策を規定 

[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､ｼｽﾃﾑﾘｽｸの管理方針を定める 

・事務力強化推進委員会にて、ｼｽﾃﾑﾘｽｸ上の問題点を整理・検討し､

必要に応じ対応方針を取締役会等に助言・報告するとともに､

運営状況をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

＜リスク管理部署＞ 

・業務管理部 ： ｼｽﾃﾑﾘｽｸ管理体制の企画・推進､経営陣への報告等

[リスク管理手法] 

・情報ｾｷｭﾘﾃｨの確立・維持・向上のために、①情報ｾｷｭﾘﾃｨ管理規

則の制定・見直し､②ﾘｽｸ分析・評価､③対策実施､④教育・啓発､

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査､の５つの要素からなる運営ｻｲｸﾙを実施 

・FISC 安全対策基準をﾍﾞｰｽに、ﾊｰﾄﾞ､ﾈｯﾄﾜｰｸにおける障害対応策

を策定するとともに､ｿﾌﾄの開発･運営に係る規則･標準化等を制

定 

・ﾊｰﾄﾞの導入･運営､ｿﾌﾄの開発・運営については､情報ｾｷｭﾘﾃｨ管理

規則・細則等に準拠し、店部内検査を実施 

・ ｼｽﾃﾑﾘｽｸ管理体制の高度

化と第三者検証を目的と

して、ｼｽﾃﾑ外部監査を実

施 

 

 

 

法務 

リスク 

[規定・基本方針] 

 『倫理憲章』 ： 全役職員の基本的行動指針を規定 

 『ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ行動基準』 ： 遵守すべき法令の解説など､適切なｺﾝﾌﾟ

ﾗｲｱﾝｽを実現するための具体的な基準､運営ﾙｰﾙを規定 

[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で半期毎に､適切なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを実現するための具体的

な実践計画であるｺﾝﾌﾟﾗｲﾝｱﾝｽ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを定める 

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会にて､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ上の問題点を整理・検討し､必

要に応じ対応方針を取締役会等に助言・報告するとともに､運営

状況をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

＜リスク管理部署＞ 

・法務部 ： 法令等遵守の企画･推進､経営陣への報告等。法務ﾘｽ

ｸの審査･商品所管各部への指導･助言 

・審査･商品所管各部 ：所管する取引･商品の法務ﾘｽｸを管理 

・顧客ｸﾚｰﾑ・ﾄﾗﾌﾞﾙ連絡会

を設置し、顧客ｸﾚｰﾑ･ﾄﾗﾌﾞ

ﾙの報告体制を強化 

・関連会社の報告・相談ﾙｰ

ﾙを策定、関連会社におけ

るｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ体制整備指針

を明示 

・法令等の改正に合わせｺﾝ

ﾌﾟﾗｲｱﾝｽ行動基準を改定 

・金融商品販売法対応のﾌｫ

ﾛｰｱｯﾌﾟとして金融商品販

売法ﾏﾆｭｱﾙ策定とﾌｫﾛｰｱｯ

ﾌﾟ研修を実施 
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[リスク管理手法] 

・国内外の全拠点にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰを配置し､それぞれの組織で

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを浸透・徹底、業務監査部による監査等でﾁｪｯｸ  

 

レピュテーシ

ョナル 

リスク 
（注） 

[規定・基本方針] 

 『情報ｾｷｭﾘﾃｨ管理規則・細則』 ： 情報資産（情報､情報ｼｽﾃﾑ）を

適切に保護するための方針､基準､対策を規定 
[体制･リスク管理部署] 

＜体 制＞ 

・取締役会で､ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ･ﾌﾟﾗﾝを定める 
＜リスク管理部署＞ 

・総務部 ： 情報資産保護に関する企画・推進 

[リスク管理手法] 
・全店部に配置した情報管理責任者を通じ、情報ｾｷｭﾘﾃｨ管理規則・

細則に基づき管理 

・ﾘｽｸ管理上の重要事項発生時には､情報管理委員会を開催して対
応を検討 

 

 

 

 

（注）ﾚﾋﾟｭﾃｰｼｮﾅﾙﾘｽｸは、上記諸ﾘｽｸが顕在化した結果生じる、複合的ﾘｽｸと捉えているが、ここでは、情報

漏洩ﾘｽｸに限定して記載。 
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（図表13-1）法第３条第２項の措置後の財務内容

＜銀行勘定＞
（億円；四捨五入）

13/3月末 13/3月末 13/9月末 13/9月末

実績（単体）実績（連結）実績（単体）実績（連結）
破産更生債権及び

これらに準ずる債権 A

引当金の状況
（億円）

13/3月末 13/3月末 13/9月末 13/9月末

実績（単体）実績（連結）実績（単体）実績（連結）
一般貸倒引当金 761 795 703 725

個別貸倒引当金 1,282 1,055 1,123 1,193

特定海外債権引当勘定 28 28 12 12

＜貸倒引当金  計＞ 2,073 1,880 1,839 1,931

債権売却損失引当金 33 33 18 18

特定債務者支援引当金 － － － －

＜  小  計  ＞ 2,107 1,914 1,857 1,949

（増減要因等）

・単体開示債権額合計（Ａ+Ｂ+Ｃ）は5,131億円と13年3月末比440億円の増加。危険

 債権以下が最終処理（オフバランス化）の促進で352億円の減少となる一方で、要

 管理債権は13/9月期より抽出スプレッド基準の引き上げなど開示基準を厳格化した

 ことから792億円の増加。

・破産更生債権等、危険債権に対する保全率（担保・保証等の保全及び引当金によ

  るカバー率；直接償却後）は、それぞれ100%、92%とほぼフルカバーの状況。要管理

  債権についても保全率は57%（非保全部分に対する引当率は32%）の水準を確保。

  （図表13-3ご参照）

5,131 4,938 

1,120 1,120 

86,752 84,769 

814 553 

3,197 3,266 危険債権 B

要管理債権 C    

正常債権

703 826 

3,660 2,990 

328 328 

83,604 81,911 

4,145 A+B+C 4,691 
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（図表13-2）法第３条第２項の措置後の財務内容

＜信託勘定＞
（億円；四捨五入）

13/3月末 13/3月末 13/9月末 13/9月末

実績（単体）実績（連結）実績（単体）実績（連結）

破産更生債権及び

これらに準ずる債権Ａ 151 * 1 125 * 1

危険債権Ｂ 460 * 1 421 * 1

要管理債権Ｃ 26 * 1 364 * 1

正常債権 22,550 * 1 18,825 * 1

 

 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 638 * 1 910 * 1

引当金等の状況
（億円）

13/3月末 13/3月末 13/9月末 13/9月末

実績（単体）実績（連結）実績（単体）実績（連結）

特別留保金 239 * 1 216 * 1

債権償却準備金 7 * 1 7 * 1

＜  合  計  ＞ 247 223

* 1 連結子会社に、元本補填契約のある信託はない。

（増減要因等）

・単体開示債権額合計（Ａ+Ｂ+Ｃ）は910億円と13年3月末比272億円の増加。危険

 債権以下が最終処理（オフバランス化）の促進で66億円の減少となる一方で、要

 管理債権は13/9月期より抽出スプレッド基準の引き上げなど開示基準を厳格化

 したことから338億円の増加。

・破産更生債権等、危険債権に対する保全率（担保・保証等の保全及び引当金によ

  るカバー率）は、それぞれ100%、86%とほぼフルカバーの状況。要管理債権につい

  ても保全率は37%の水準を確保。未保全額の絶対額は287億円と財務的には特別

  留保金と債権償却準備金で概ねカバーできる水準。

  （図表13-3ご参照）  
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（図表13-3）再生法開示債権の状況（担保・保証等及び引当による保全率）

13/3月末 13/9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100% 100%

危険債権 95% 92%

要管理債権 71% 57%

94% 86%

13/3月末 13/9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100% 100%

危険債権 90% 86%

要管理債権 52% 37%

91% 68%

13/3月末 13/9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100% 100%

危険債権 95% 91%

要管理債権 69% 52%

94% 83%

※引当金は金融再生法開示債権に対して計上している個別貸倒引当金及び一般貸倒引当金
の合計額。

金融再生法開示債権計

＜銀行勘定＞

【単体】

＜信託勘定＞

＜銀行・信託勘定計＞

金融再生法開示債権計

金融再生法開示債権計
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（図表14）リスク管理債権情報（注１）

(億円、％）
13/3月末 13/3月末 13/9月末 13/9月末
実績(単体) 実績(連結) 実績(単体) 実績(連結)

破綻先債権額 (A) 銀行勘定      ① 336 380 225 256
信託勘定      ② 69 69 59 59

延滞債権額 (B) 銀行勘定      ③ 3,994 3,343 3,739 3,456

信託勘定      ④ 542 542 486 486

３か月以上延滞債権額 (C)  銀行勘定      ⑤ 33 34 55 56
信託勘定      ⑥ 13 13 8 8

貸出条件緩和債権額 (D) 銀行勘定      ⑦ 294 294 1,063 1,063

信託勘定      ⑧ 12 12 355 355

  イ．金利減免債権 銀行勘定      ⑨ 224 224 116 116
信託勘定      ⑩ 8 8 28 28

  ロ．金利支払猶予債権 銀行勘定      ⑪ － － － －

信託勘定      ⑫ － － － －
  ハ．経営支援先に対する債権 銀行勘定      ⑬ － － 888 888

信託勘定      ⑭ － － 309 309

  ニ．元本返済猶予債権 銀行勘定      ⑮ 69 69 59 59

信託勘定      ⑯ 4 4 17 17
  ホ．その他 銀行勘定      ⑰ － － － －

信託勘定      ⑱ － － － －

合   計(E)=(A)+(B)+(C)+(D) 銀行勘定      ⑲ 4,659 4,052 5,083 4,833

信託勘定      ⑳ 637 637 909 909
部分直接償却 3,945 4,400 3,307 3,427

比率（銀行勘定）       （E）／銀行勘定総貸出 5.62 4.95 5.87 5.62

比率（信託勘定）       （E）／信託勘定総貸出 2.75 2.75 4.61 4.61
(注１)全銀協｢有価証券報告書における「リスク管理情報」の開示について」(平成10年3月24日付、平10調々第43号）
  の定義に従い、貸出条件緩和債権について複数の項目に該当するものについては最も適当と判断した項目に計上。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 30

（図表15）不良債権処理状況

（単体） (億円）
12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 見込み

不良債権処理損失額 (Ａ) 1,573 1,257 394 850
うち銀行勘定 1,025 941 286 600
  個別貸倒引当金純繰入額 398 301 173
  貸出金償却等 （Ｃ） 491 652 128
  貸出金償却 421 415 160
  ＣＣＰＣ向け債権売却損 14 9 0
  協定銀行等への資産売却損（注１） － － －
  その他債権売却損 51 9 -31
  債権放棄損 4 218 －
  債権売却損失引当金純繰入額 6 5 -0
　特定債務者支援引当金純繰入額 182 -3 －
  特定海外債権引当勘定純繰入額 -51 -14 -15
うち信託勘定（注２） 547 315 108 250
  貸出金償却 483 276 103
  ＣＣＰＣ向け債権売却損 29 35 11
  協定銀行等への資産売却損(注１） － － －
  その他債権売却損 34 2 -6
一般貸倒引当金純繰入額 （Ｂ） -72 211 -58 *1 -50
貸出関係損失合計 （Ａ）＋（Ｂ） 1,500 1,468 336 800

＜参考＞
貸倒引当金目的取崩による直接償却等 （Ｄ） 1,409 1,335 332

グロス直接償却等 （Ｃ）＋（Ｄ） 1,900 1,988 460
(注１）金融機能の再生のための緊急措置に対する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。
(注２）信託勘定における処理額のうち各年度決算の損益に反映された金額。

（差異説明）
*1 一般貸倒引当金純繰入額は既に高率引当を実施していた取引先の一部が破綻懸念先以下に転落したことに
伴って取崩しとなったが、9月末要注意先債権全体に対する引当率は6.2%を確保している。

（連結） (億円）
12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 見込み

不良債権処理損失額 (Ａ) 1,631 1,317 446 850
うち銀行勘定 1,083 1,002 337 600
  個別貸倒引当金純繰入額 429 306 219
  貸出金償却等 （Ｃ） 517 708 133
  貸出金償却 448 458 160
  ＣＣＰＣ向け債権売却損 14 9 0
  協定銀行等への資産売却損（注１） － － －
  その他債権売却損 51 22 -26
  債権放棄損 4 218 －
  債権売却損失引当金純繰入額 6 5 -0
　特定債務者支援引当金純繰入額 182 -3 －
  特定海外債権引当勘定純繰入額 -51 -14 -15
うち信託勘定（注２） 547 315 108 250
  貸出金償却 483 276 103
  ＣＣＰＣ向け債権売却損 29 35 11
  協定銀行等への資産売却損(注１） － － －
  その他債権売却損 34 2 -6
一般貸倒引当金純繰入額 （Ｂ） -54 197 -68 -50
貸出関係損失合計 （Ａ）＋（Ｂ） 1,577 1,515 377 800

＜参考＞
貸倒引当金目的取崩による直接償却等 （Ｄ） 1,459 1,693 144

グロス直接償却等 （Ｃ）＋（Ｄ） 1,977 2,402 278
（注１）金融機能の再生のための緊急措置に対する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。
（注２）信託勘定における処理額のうち各年度決算の損益に反映された金額。  
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（図表16）不良債権償却原資

（単体） (億円）
12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 見込み

修正業務純益（注1） 1,447 1,441 693 1,400
国債等債券関係損益 -106 298 215
株式等損益 751 436 － 0
不動産処分損益 － － － －
内部留保利益 － － － －
その他 － － － －
合計 2,199 1,878 693 1,400
（注１）信託勘定での不良債権処理損失額及び一般貸倒引当金繰入額を補正した実勢ベースの業務純益 

（連結） (億円）
12/3月期 13/3月期 13/9月期 備考 14/3月期
実績 実績 実績 見込み

修正業務純益（注2） 1,447 1,441 693 1,400
国債等債券関係損益 -109 298 215
株式等損益 757 451 － 0
不動産処分損益 － － － －
内部留保利益 － － － －
その他 － － － －
合計 2,204 1,892 693 1,400
（注２）連結の修正業務純益は、便宜上、単体の修正業務純益を記載した。 
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（図表17）当期中の倒産先

（件、億円）

倒産１期前の行内格付 倒産半期前の行内格付

行内格付 件数 金額 件数 金額

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 1 121 0 0

6 3 34 2 2

7 0 0 1 121

8 2 10 2 10

9 4 39 5 70

10 11 871 11 871

総計 21 1,074 21 1,074

（注１）　「格付なし」がある場合は、その欄を設け、欄外にその定義を記載すること。

（注２）　小口（与信額５０百万円未満）は除く。

（注３）　金額は貸出金額。

（参考）　法第３条第２項の措置後の財務内容　

12年9月末実績（億円）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 1,121

危険債権 6,147

要管理債権 832

正常債権 102,540

総与信残高 110,640
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（図表18）評価損益総括表（平成13年9月末、単体）

有価証券  (億円）

評価益 評価損
有価証券 －
債券 －
株式 －
その他 －
金銭の信託 －
有価証券（注１) 615
債券 －
株式 615
その他 －
金銭の信託 －
有価証券（注２) 53,709 -740 1,464 2,204
債券 15,554 86 165 78
株式 10,299 -1,256 794 2,050
その他 27,855 429 505 75
金銭の信託 － － － －

（注１） 時価のない有価証券のうち子会社・子法人等株式及び関連法人等株式の中間貸借対照表

        価額を記載。

（注２） その他有価証券のうち時価のあるもの及び為替換算差額を生じた時価のない外貨建その他

        有価証券の中間貸借対照表価額及び評価差額等を記載。なお、その他有価証券のうち時価の

        ある株式については、中間期末前一カ月の市場価格の平均を時価とし、それ以外の有価証券

        については、期末日の市場価格を時価としている。

その他 （億円）
貸借対照表
価額 時価 評価損益 評価益 評価損

事業用不動産（注１） 806 744 -62 － 62
その他不動産 － － － － －

繰延ヘッジ損失（注２） 709 -709 -709 3,549 4,258

（注１）「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を実施している（11/3月期）。

（注２）ヘッジ会計を適用し、繰延ヘッジ損失として当期貸借対照表に計上して翌期以降に繰延べた

       デリバティブの評価損益。当該デリバティブについては資産負債総合管理(ALM）の観点から

       オンバランス資産のリスクヘッジとして取組んでいるもの。

        なお、時価評価を行い、評価損益を損益に計上したデリバティブの評価損益（特定勘定を含む）

       は下記の通りである。

（億円）
金利関連取引 133
ｳﾁ 金利スワップ 124
株式関連取引 -0
債券関連取引 -0
通貨関連取引 32
クレジットデリバティブ取引 0
合計 164

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他

残高 評価損益
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（図表18）評価損益総括表（平成13年9月末、連結）

有価証券  (億円）

評価益 評価損
有価証券（注１） 308 3 6 2
債券 －
株式 －
その他 308 3 6 2
金銭の信託 － － － －
有価証券（注２) 249
債券 －
株式 249
その他 －
金銭の信託 －
有価証券（注３) 53,885 -707 1,501 2,209
債券 15,558 86 165 78
株式 10,363 -1,221 831 2,052
その他 27,963 426 505 78
金銭の信託 － － － －

（注１） 満期保有目的の債券で時価のあるものの貸借対照表価額及び時価との差額を記載。

（注２） 時価のない有価証券のうち子会社・子法人等株式及び関連法人等株式の中間貸借対照表

        価額を記載。

（注３） その他有価証券のうち時価のあるもの及び為替換算差額を生じた時価のない外貨建その他

        有価証券の中間貸借対照表価額及び評価差額等を記載。なお、その他有価証券のうち時価の

        ある株式については、中間期末前一カ月の市場価格の平均を時価とし、それ以外の有価証券

        については、期末日の市場価格を時価としている。

その他 （億円）
貸借対照表
価額 時価 評価損益 評価益 評価損

事業用不動産（注１） 806 744 -62 － 62
その他不動産（注１） 16 29 13 20 7
繰延ヘッジ損失（注２） 719 -719 -719 3,549 4,268

（注１）「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を実施している（11/3月期）。

        その他不動産には子会社不動産の含み損益等を記載している。

（注２）ヘッジ会計を適用し、繰延ヘッジ損失として当期貸借対照表に計上して翌期以降に繰延べた

        デリバティブの評価損益。当該デリバティブについては資産負債総合管理(ALM）の観点から

        オンバランス資産のリスクヘッジとして取組んでいるもの。

          なお、時価評価を行い、評価損益を損益に計上したデリバティブの評価損益（特定勘定を含む）

        は下記の通りである。

（億円）
金利関連取引 127
ｳﾁ 金利スワップ 117
株式関連取引 -0
債券関連取引 -0
通貨関連取引 31
クレジットデリバティブ取引 0
合計 158

評価損益

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他

残高
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（図表19）オフバランス取引総括表 (億円）
契約金額・想定元本 信用リスク相当額（与信相当額）
13/3月末 13/9月末 13/3月末 13/9月末

金融先物取引 483,087 660,338 － －

金利スワップ 215,040 205,610 4,704 5,456

通貨スワップ 2,003 5,090 121 315

先物外国為替取引 42,734 48,888 2,178 952

金利オプションの買い 5,943 3,419 65 60

通貨オプションの買い 595 741 33 17

その他の金融派生商品 9,785 9,509 － 62

一括ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果 － － -4,582 -4,521

合         計 759,191 933,598 2,520 2,343

(注）ＢＩＳ自己資本比率基準ベースに取引所取引、原契約２週間以内の取引を加えたもの。
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（図表20）信用力別構成  (13/9月末時点） （億円）
格付BBB/Baa以上格付BB/Ba以下に
に相当する信用力 相当する信用力を その他(＊） 合計
を有する取引先 有する取引先

信用リスク相当額（与信相当額） 1,872 217 254 2,343
信用コスト 2 4 4 11
信用リスク量 20 9 11 40

（＊ ） 個人取引(外貨定期）、格付がない先に対するインパクトローン関連取引等。
（注1）連結ベース。「与信相当額 」はBIS自己資本比率基準と同義。
（注2）信頼区間は99％、保有期間は１年とした。
（注3）信用コストは計量化により算出した予想損失額。
（注4）信用リスク量は計量化により算出した非予想損失額。

 


